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昨年度作成時点と今回のローリング時点との
物価上昇率等の差の説明

物価上昇率等
費 用 今回の

ローリング時点
昨年度

作成時点

消費者物価指数（生鮮食品を除く総合）2.8%2.5%人件費
直近（R6）2.4％/年 ⇒ 直近（R7）2.7％/年

企業物価指数
5.0%4.2%動力費、薬品費

修繕費、委託料 直近5年（R2～R6）の伸び率平均
⇒ 直近5年（R3～R7）の伸び率平均

建設工事費デフレーター
建設事業費 直近5年（R元～R5）の伸び率平均4.3%3.8%

⇒ 直近5年（R3～R7）の伸び率平均

財政融資資金貸付金利0.57%0.36%（30年債）

直近（R2末～R6末）伸び率平均を加算支払利息 0.47%0.26%（10年債）
⇒ 直近3年（R5末～R7末）の伸び率平均を加算

物価上昇率等について

計画期間中（R8～R12）の各費用について、最新の令和７年度決算値（見込）等に置き換えた上で、物価上昇率等
（ローリング後）を加味して、５年間の費用を見込みました。

国の施策として「物価上昇を上回る賃金上昇」を目指していることから、この動きに合わせて消費者物価指数に一定幅（＋0.1P）を加算した

企業物価指数の推移 R2:▲1.4% → R3:7.1% → R4:9.5% → R5:2.4% → R6:3.3% → R7:2.8%(ここ3年では3%前後で推移)

建設工事費デフレーター R元:2.9% → R2:0.0% → R3:4.4% → R4:8.0% → R5:3.5% → R6:3.9% → R7:1.9%(ここ3年では3%台から1%台で推移)

令和６年３月の日本銀行によるマイナス金利政策の解除以降の金利上昇局面を反映するため、直近３年(R5末～R7末)とした
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ローリング結果①（収益的収支）

収益的収支の見込み 単位：億円

①計画期間中（R8～R12）の収益的収入は、大宗を占める「給水収益」は、令和８年度のこれまでの実績を
踏まえて横置きとした一方、建設事業費の増に伴う「長期前受金戻入（※）」の増などにより、全体として
２５億円の増となる見込み

※ 公営企業会計上の収入計上のルール。水道施設の整備財源として国庫補助金等を活用した場合、資産価値の効果は耐用年数である後年度にまで
及ぶため、補助金等の額を耐用年数で割った１年分の収益を耐用年数の期間中均等に計上する手法。建設事業費が増加しその財源である国庫
補助金等が増加すれば、長期前受金も増額となる

R8～12計 4,885
R8～12計 4,379 R8～12計 4,453

R8～12計 4,910
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水道水をお客様へ届けるために必要
となる動力費（電気代）や薬品費



ローリング結果②（収益的収支）

②計画期間中（R8～R12）の収益的支出は、

• 「人件費」は、直近（R7）給与水準の上昇や物価上昇率の計算方法の見直し（2.5％→2.8％）により、１１億円の増

• 「動力費」は、物価上昇率の計算方法の見直し（4.2%→5.0%）により増となる一方、直近（R7）の実績値が策定時の
見込みより減となり、全体として５億円の減

• 「薬品費」は、直近５年（R3～R7）平均購入単価の増加や、物価上昇率の計算方法の見直し（4.2%→5.0%）により、
全体としては７億円の増

• 「修繕費」及び「委託料」は、直近5年(R3～R7）平均実績の増加や、物価上昇率の計算方法の見直し（4.2％
→5.0％）により、「修繕費」は４億円の増、「委託料」は５億円の増

• 「減価償却費等」は、建設事業費の増加傾向を反映し、１５億円の増

• 「支払利息」は、直近（R5～R7）の金利上昇傾向[伸び率](30年債：0.36％→0.57％、10年債：0.26％→0.47％）を
反映し、２５億円の増

などとなり、収益的支出全体では７４億円の増となる見込み
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ローリング結果③（資本的収支）

資本的収支の見込み 単位：億円

①計画期間中（R8～R12）の資本的収入は、「企業債」が、建設事業費の増加に伴い増となるほか、「一般会計
繰出金」が、繰出の対象となる管路更新事業費の増加傾向を反映し、全体として２１６億円の増となる見込み

②計画期間中（R8～R12）の資本的支出は、「建設事業費」が、管路更新工事の１kmあたりの実績額(R5→R7)が
増加したほか、物価上昇率の計算方法の見直し（3.8％→4.3％）により、全体として１８１億円の増となる見込み

R8～12計 3,513
R8～12計 1,573

R8～12計 3,694
R8～12計 1,789
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水道水を作るために必要となる
浄給水場の施設や管路の整備費



ローリング結果④（純利益及び資金残高）

純利益及び資金残高の見込み 単位：億円

• ５年間(R8～R12)の純利益は、昨年度作成した収支見通しと比べ、やや下振れする見込みとなったものの、５年間
全体でみれば一定程度確保できる見込み

• 資金残高は、計画している水道施設の更新・耐震化に必要な企業債の発行を行った上で、昨年度作成した収支見通し
で目標とした各年度末の残高１５０億円（※）を確保できる見込み

現時点では、昨年度作成した収支見通しと比べ、純利益はやや下振れする見込みとなったものの、県営水道の
運営にあたって必要な資金は確保できる見込みであり、引き続き安定経営は維持できるものと考えています。
今後とも、毎年度の決算見込みや物価動向などを踏まえ、財政収支見通しのローリングを実施し、料金の水準の
検証を行ってまいります。

R8～12の各年度末 150
R8～12の各年度末 151

※ 県営水道の運営にあたって必要な保有資金。150億円のうち100億円は、会計年度中における建設事業費の支払いや企業債
の償還などが集中する時期に資金ショートしないよう確保するもの。50億円は、想定外の災害対応などに備えた資金

R8～12計 196
R8～12計 261

まとめ

5

-20
-40



（参考）ローリング結果⑤ （企業債残高及び企業債残高 対 給水収益比率）
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企業債残高及び企業債残高 対 給水収益比率の見込み

単位：億円 単位：パーセント



（参考） ローリング後の財政収支見通し①

（昨年度作成した
収支見通し） 単位：億円

※端数処理のため、合計が一致しない場合があります

（ローリング後の収支見通し）
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R7 R8 R9 R10 R11 R12
R8～12計

(a)
R8～12計

(b)
増減
(a-b)

858 967 974 984 992 994 4,910 4,885 +25

657 737 783 784 785 787 3,876 3,916 ▲ 40

785 834 853 881 920 966 4,453 4,379 +74

439 465 477 493 513 539 2,488 2,453 +35

69 70 72 74 77 79 372 361 +11

37 39 41 43 46 48 218 223 ▲ 5

78 90 96 97 101 107 491 487 +4

39 34 36 38 40 42 189 182 +7

106 114 118 124 129 135 621 616 +5

326 345 351 358 367 374 1,795 1,780 +15

20 24 25 30 39 53 171 146 +25

34 91 75 48 12 ▲ 31 196 261 ▲ 65

収益的収支

収入

うち給水収益

支出

営業経費等

うち人件費

うち動力費

うち修繕費

うち薬品費

うち委託料

減価償却費等

支払利息

純利益（消費税調整後）



（参考） ローリング後の財政収支見通し②

単位：億円

※端数処理のため、合計が一致しない場合があります

（昨年度作成した
収支見通し）
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（ローリング後の収支見通し）

R7 R8 R9 R10 R11 R12
R8～12計

(a)
R8～12計

(b)
増減
(a-b)

260 196 276 381 455 481 1,789 1,573 +216

220 93 178 257 327 352 1,207 1,048 +159

0 60 54 83 90 91 378 324 +54

611 630 672 767 818 807 3,694 3,513 +181

487 500 547 643 696 684 3,069 2,886 +183

296 370 394 483 556 555 2,358 2,194 +164

3 12 18 28 26 29 113 113 ±0

188 118 135 132 114 100 598 579 +19

122 127 123 123 122 123 618 621 ▲ 3

R7 R8 R9 R10 R11 R12
R12末
(a)

R12末
(b)

R17末
(a-b)

1,759 1,725 1,780 1,914 2,119 2,348 2,348 2,204 +144

271% 228% 234% 251% 278% 308% 308% 289% -

182 150 151 150 150 151 151 150 +1

支出

資本的収支

収入

うち企業債

うち一般会計繰出金

企業債残高

企業債残高対給水収益比率

資金残高

うち建設事業費

管路

施設

設備等

うち企業債償還金

企業債、資金残高


